
２９　還付処理に関する調

（単位：件，千円）

本 税 税 外 計 件 数 本 税 税 外 計 件 数

793,247 762 794,009 3,593 1,514 458,195 3,116 461,311 6,718 5,265

85 - 85 - - 24,000 - 24,000 7,240 1

- - - - - 7,421 - 7,421 - -

- - - - - 380 - 380 - -

16,153 351 16,504 274 2 9,787 2 9,789 168 175

6,107,539 5,153 6,112,692 3,324 6,226 1,568,668 15,235 1,583,903 3,388 26,812

190,591 107 190,698 2,111 48 300,204 81 300,285 2,123 329

- - - - - - - - - -

- 9 9 1 - - - - - -

1,162 1 1,163 - - 3,810 - 3,810 6 12

58,099 130 58,229 34 - 8,067 - 8,067 34 -

1,111,787 867 1,112,654 48,061 - 10,217 159 10,376 272 8

6 - 6 1 - - - - - -

旧 特 別 地 方 消 費 税 29 - 29 2 - - - - - -

自 動 車 取 得 税 - - - - - - - - - -

法 軽 油 引 取 税 - - - - - - - - - -

8,278,698 7,380 8,286,078 57,401 7,790 2,390,749 18,593 2,409,342 19,949 32,602

（注）

　　１　この調は，還付金を当年度において還付（充当含む。）したものについて作成した。

　　２　「歳入還付」は当年度収入により支出したものについて，「歳出還付」は当年度歳出予算より支出したものについて

　　　記載し，還付加算金は当該還付金に係るものを記載した。

　　３　「件数」は，本税及び税外を通して還付（充当を含む。）した件数を記載した。

(注）

　１　この調は，当年度末日現在の県税（個人の県民税を除く。）の対象である組合について作成した。

　２　「窓口組合」とは，信用金庫，郵便局等の窓口を事務所とし，これらの金融機関の顧客で結成された組合をいい，「そ

　　の他の組合」とは，例えば税理士等が顧客先を集めて組織した組合をいう。
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３０　口座振替に関する調

（単位：件，千円）

① ② ③

個人の事業税 4,839 735,011 3,167,212

自 動 車 税 4,657 153,708 32,862,384

計 9,496 888,719 36,029,596

（注）

　　この調は，当年度において口座振替によって納税が行われた県税（個人の県民税を除く。）について作成した。
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３１　納税貯蓄組合に関する調

（単位:件）

地 域 別 組 合 3,546 95,599

勤 務 先 別 組 合 4 55

業 種 別 組 合 24 748

窓 口 組 合 2 16

そ の 他 の 組 合 2 22

計 3,578 96,440
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